
1 

 

令和５年 夏の交通安全県民運動実施要綱 
 
１ 目的 
  この運動は、県民一人ひとりが交通ルールを遵守し、思いやりやゆずりあいの心

を持って交通マナーを実践することにより交通事故の防止を図ることを目的とす
る。 

 
２ 期間 
  令和５年７月１１日（火）から７月２０日（木）までの間 
 
３ スローガン 
  思いやり ゆずる心で 事故防止 
 
４ 主唱 
  岐阜県交通安全対策協議会 
  （「岐阜県交通安全対策協議会実施機関・団体名簿」のとおり） 
 
５ 運動の重点 

・ こどもと高齢者の交通事故防止 
・ 自転車の安全利用の促進 
・ 横断歩道における歩行者最優先の徹底 
・ 飲酒運転等の危険運転の根絶 

 
６ 運動の重点の趣旨と推進項目 
 (1)  こどもと高齢者の交通事故防止 推進要領p３、p４   

令和４年中（以下、「昨年中」という。）のこども（中学生以下）の交通事故死
者はなかったものの、負傷者数は１９４人であった。前年から２１人減少してい
るが、１か月間に約１５人ものこどもが交通事故に遭って負傷している。また、
昨年中の高齢者の交通事故死者は４８人で、前年と比べて１１人増加しており、
その割合は、令和３年の６０．７％に対し、昨年中は６４．０％であった。 

   こどもと高齢者の交通事故を防止するため、こどもの見守りを始めとする保護、
誘導活動を推進し、こども、高齢者に対しては、自らの命を守る交通安全意識の
醸成を図る。 

 
   ア 交通安全教育の推進 
    学校、地域では、通学路やこどもが日常的に移動する道路での安全を確保す

るため、見守り活動を推進する。     
安全な交通行動を身に着けるため、参加・体験・実践型の交通安全教育を実

施する。 
 イ 交通安全意識の向上 

    家庭を始め、老人クラブや子ども会など、家庭や地域ぐるみで交通安全意識
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の向上を図る。 
道路の安全な横断方法や反射材用品の着用など、交通ルールやマナーに関す

る啓発を推進し、交通安全意識の向上を図る。 
ウ 保護・誘導活動の推進 

こどもや高齢者、障がいのある人が道路を横断しようとしている場合には、
声掛け、誘導するなど、地域一体となった交通安全活動を推進する。   

 
(2) 自転車の安全利用の促進 推進要領：p７ 
   昨年中の自転車利用中の交通事故死者数は１１人で、そのうち、高齢者は１０

人と、自転車利用中の死者の９０．９％を占めた。また、１１人はいずれもヘル
メットを着用していなかった。 

   「岐阜県自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例」において、自転車損
害賠償責任保険等への加入義務、ヘルメットの着用努力義務が定められ、令和５
年４月１日からは、道路交通法においても、全ての自転車利用者に対してヘル
メットの着用が努力義務となったことから、ヘルメットの着用や自転車損害賠償
責任保険等への加入の徹底に向けた広報啓発を推進する。 

 
ア 自転車の交通ルール遵守の徹底 

地域や学校では、改定された「自転車安全利用五則」の周知により、自転車
利用中の交通事故防止について啓発を強化する。 

原則として車道通行、車道は左側通行、歩道は歩行者優先などの通行方法に
ついて周知と遵守の徹底を図る。 

イ ヘルメットの着用努力義務の周知等 
交通事故による被害を防止、軽減するため、全ての自転車利用者に対してヘ

ルメットの着用努力義務を周知する。 
自転車の両側面には反射器材を備え、定期的な点検整備を行い、交通事故防

止を図る。 
ウ 自転車損害賠償責任保険等への加入義務の周知 

自転車事故が起きた場合の被害者の保護と自転車利用者の経済的負担の軽
減を図るため、自転車損害賠償責任保険等への加入義務について周知する。 

 
(3) 横断歩道における歩行者最優先の徹底 推進要領p５ 

昨年中、道路横断中の交通事故死者数は１６人で、そのうち４人が横断歩道横
断中であった。運転者には「横断歩道における歩行者の最優先」を徹底するとと
もに、歩行者に対しても、道路横断時の安全確認など、自分の身を守るための交
通安全教育や啓発を推進する。 

 
ア 運転者に対する横断歩道等への接近時の義務の周知 

    交通ルールの遵守と、歩行者や他の車両に対する「思いやり・ゆずり合い」
の気持ちを持って通行する交通マナーを呼び掛ける。 

横断歩道を横断している歩行者や横断しようとしている歩行者がいる場合、
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運転者は一時停止し、歩行者の通行を妨げてはならない道路交通法上の義務が
あることを周知し、「横断歩道における歩行者最優先」を徹底する。    

  イ 歩行者の交通安全意識の向上 
    道路を横断するときには横断歩道を渡ること、信号機のあるところでは信号

に従うことなど、交通ルールの周知に加え、横断する時には手を上げるなど、
運転者に横断する意思を明確に伝え、安全を確認してから横断を始めること、
横断中も周囲の安全を確認することを啓発する。   

 
(4) 飲酒運転等の危険運転の根絶 推進要領p６ 

悪質な犯罪であり、重大事故に直結する危険な飲酒運転については、社会から
根絶する気運を醸成する必要がある。 

飲酒運転と同様に、悪質・危険な妨害運転（いわゆる「あおり運転」）につい
ても、それを許さない環境づくりを図る。 

 
ア 飲酒運転を許さない環境づくり 

    家庭・地域・職場などが一体となり、「飲酒運転をしない、させない、許さ
ない」環境づくりを図る。 

    点呼時におけるアルコール検知器の使用促進や、業務に使用する自動車の使
用者等における義務の遵守の徹底を図る。 

イ 妨害運転の撲滅に向けた啓発の推進 
思いやりやゆずり合いの気持ちを持った運転について啓発するとともに、被

害防止のためのドライブレコーダの搭載や、あおり運転を受けた場合の車内か
らの安全な１１０番通報について周知を図り、妨害運転の撲滅に向けた啓発を
推進する。 

 
７ 特定小型原動機付自転車 
  令和５年７月１日から、道路交通法が改正され、特定小型原動機付自転車（いわ

ゆる電動キックボード等）の交通方法等に関する規定が施行された。 
  法律で定める基準を満たさないものは、引き続き、車両区分に応じた交通ルール

が適用されることを周知する。  
 
８ 運動の進め方及び効果の検証 
  各実施機関・団体は、相互に連携・協力し、地域と一体となった運動が展開され

るよう、組織の特性に応じた取組みを推進する。 
また、運動終了後には、その効果の検証を行い、実施結果を把握することにより、

以降の運動がより効果的に実施されるよう努める。 
 
９ 新型コロナウイルス感染症に配意した活動の実施 
  各種活動に当たり、新型コロナウイルス感染症に留意しつつ、地域の実情に応じ

た活動を展開する。 
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